
決算書掲載頁　225・231

内
訳

小中学校における義務教育の円滑な実施を図ること。

生活保護制度の改正を注視しつつ、引き続き適正な支給事務の実施に努める。
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就学援助費の適正な支給により、義務教育の円滑な実施を図ることができた。

A

保護者からの申請を受け、国の認定基準に
基づく審査の上、認定を行い、就学援助費の
適正な支給を実施することができた。また、平
成２５年度より１学期分の支給時期の早期化
を実施した。
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小学校における義務教育の円滑な実施を図る。
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小学校における義務教育の円滑な実施を図ること。
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直営 昭和57年度 教育基本法第４条、、学校教育法第１９条

①生活保護受給世帯　②前年度又は本年度に生活保護の廃止又は停止を受けた
者　③前年度又は本年度に市民税が非課税か均等割のみ課税された者　④その
他特別の事由があると認められる者

生活保護制度の改正を注視しつつ、引き続き適正な支給事務の実施に努める。
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国の認定基準に基づき、経済的な理由により就学困難な児童の保護者に対して、就学に必要な費用について、適正な
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事業：就学援助事業                                 

国の認定基準に基づき、就学援助※事業として、経済的な理由により就学困難と認められる児童生徒を有する要

保護者※及び準要保護者※に対して、就学に必要な学用品費・修学旅行費・学校給食費・校外活動費などの経費の援

助を行った。 

 

 

  ※ 就学援助   

    ･･･ 憲法２６条を受けて、教育基本法第４条第３項、及び学校法第２５条、第４０条により、経済的理由に 

よって就学困難と認められる学齢児童の保護者に対して、市町村により行われる必要な援助。 

    ※ 要保護者 

    ･･･ 現に生活保護を受けている者。（被保護者）   

  ※ 準要保護者 

    ･･･ 現に生活保護を受けていないが、支援を必要とする状態にある者。 

  

 

 

細事業：就学援助事業（小）                                                                             

１．認定者数 

  要保護世帯   １２０人    

    準要保護世帯   ５９７人   計 ７１７人 

 

２．支給状況 

(1) 要保護世帯 

費 目 人 数 金 額 

修学旅行費 ２５人  ４３４，１２６円  

通学費 ０人  ０円  

医療費 ０人      ０円  

合 計 ４３４，１２６円 

   

(2) 準要保護世帯 

費 目 人 数 金 額 

学用品費 ５９７人  ６，３３６，４３２円  

通学用品費 ５３７人  １，１１１，９６２円  

校外活動費（宿泊無し） ５７０人  ８４２，４０６円  

校外活動費（宿泊有り） ９８人  １９４，１９６円  

新入学学用品費等 ６０人  １，１９４，０００円  

修学旅行費 １３３人  ２，２７７，８０５円  

通学費 １２人  ２２３，６６０円  

学校給食費 ５９７人  ２３，４６４，５００円  

医療費 ７８人  ４５６，９２４円  

合 計 ３６，１０１，８８５円 

   

 


